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協議事項１ 

令和６年度あわら市国民健康保険特別会計補正予算(案)について  
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協議事項２ 

令和７年度あわら市国民健康保険特別会計予算(案)について  

                        ･･･････････････････････････････････････････ Ｐ２～５ 

 

 

 

 

あわら市市民生活部市民課 



①令和６年度 あわら市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

千円 千円

（単位：千円） （単位：千円）

予算現額
（Ａ）

補正額
（B)

計
（B）＋（A）

増減の主な要因
予算現額
（Ａ）

補正額
（B)

計
（B）＋（A）

増減の主な要因

現年度分 426,000 0 426,000

滞納繰越分 15,120 0 15,120

出産育児
・葬祭費等 7,503 0 7,503 441,120 0 441,120

審査支払手数料 6,201 0 6,201 6,697 △ 1,125 5,572
　社会保障・税番号制度ｼｽﾃﾑ 整備費補助金
　・国保資格システム改修   　 △1,125

2,171,414 △ 38,000 2,133,414 2,210,265 △ 39,953 2,170,312

　普通交付金
　・保険給付費の減に伴う交付金の減
　　　　　　　　　　 　　 　 △38,000
　特別交付金
　・事業費確定による減　 　   △2,000
　・税制改正システム改修  　       47

637,224 0 637,224 188,256 △ 7,806 180,450

 ・保険基盤安定繰入金等の額確定に伴う減
　　　　　　　　              △7,600

 ・未就学児均等割保険税繰入金 　△136

 ・産前産後保険繰入金　 　     　△70

27,766 △ 2,000 25,766 　事業費確定による減　　　　  △2,000 50,000 △ 50,000 0 　前年度繰越金額の確定に伴う基金繰入金の
減

62,623 △ 1,078 61,545 　税制改正システム改修の減    △1,078 2 61,554 61,556 　前年度繰越金額の確定に伴う増

1 267 268 　国民健康保険基金利子分の積み立て分 7,354 11,186 18,540

 ・保険給付費精算(過年度分)に伴う国保連
　 合会からの返還金
                           　  10,919
 ・基金利子分　　   　　          267

153 14,667 14,820

　保険給付費等交付金の精算(過年度分)に
伴う増
　・普通交付金分　　　　　　　 13,809
　・特別交付金分　　　　　　    　858

4,513 0 4,513

2,903,694 △ 26,144 2,877,550 2,903,694 △ 26,144 2,877,550歳出合計 歳入合計

基金積立金 その他収入

その他支出

国民健康保険事業
納付金

一般会計繰入金

償還金

保健事業費 基金繰入金

総務費 繰越金

保
険
給
付
費

一般分 2,157,710 △ 38,000 2,119,710 　療養給付費の減
保
険
税

国庫支出金

県支出金

歳出補正額 △ 26,144 歳入補正額 △ 26,144

科目 科目
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② 令和７年度 あわら市国民健康保険特別会計予算

予算の概要について

① あわら市国民健康保険　被保険者数・医療費の推移 　　 ② 国民健康保険の制度改正（国の動向）について

（１）賦課（課税）限度額について

現行 改正

65万円 66万円

24万円 26万円

17万円 17万円

賦課限度額 106万円 109万円

（２）軽減判定所得基準の見直し（低所得者の保険税負担の軽減）

  応益分（均等割、平等割）を所得に応じて7割・5割・2割軽減する仕組みで、経済
動向等を踏まえ5割・2割軽減について、軽減判定所得の基準が見直される。

現行 改正後

基礎控除額（43万円）
＋{ 10万円×（給与所得者等の人数－１）}

基礎控除額（43万円）
＋{ 10万円×（給与所得者等の人数－１）}

基礎控除額（43万円）
＋（30万5千円×被保険者数）

＋{ 10万円×（給与所得者等の人数－１）}

基礎控除額（43万円）
＋（56万円×被保険者数）

＋{ 10万円×（給与所得者等の人数－１）}

基礎控除額（43万円）
＋（29万5千円×被保険者数）

＋{ 10万円×（給与所得者等の人数－１）}

基礎控除額（43万円）
＋（54万5千円×被保険者数）

＋{ 10万円×（給与所得者等の人数－１）}

７割軽減

５割軽減

２割軽減

基礎課税額（医療分）

後期高齢者支援金等課税額

介護納付金課税額

〇 一人あたりの年間医療費の推移（一般＋退

〇 被保険者数の推移（年度平均）

358,530 

357,047 
369,385 

397,731 

415,032 
428,124 

430,266 

445,116 

429,436 

457,679 
460,639 

490,794 

521,869 

554,782 

320,000

370,000

420,000

470,000

520,000

570,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
見込

R7
見込

円

7,128 
6,986 

6,840 
6,564 

6,282 
6,042 

5,843 
5,597 

5,479 5,423 
5,146 

4,866 
4,675 

4,540 

6,152 6,055 6,080 6,006 5,930 5,857 5,776
5,586 5,479 5,423

5,146
4,866

4,675
4,540

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
見込

R7
見込

全体（一般＋退職） 一般

人
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③ 令和７年度 国保事業費納付金の算定について

【国保事業費納付金の算定方法】
・各市町の納付金額は、県全体の納付金総額を市町ごとの「被保険者数」と「所得水
準」で按分し、「医療費水準」を反映することにより算定される。
高額医療費の共同負担化（令和３年度から実施）歳出 歳入

保険給付費等

▲９億円

令和７年度 福井県国保会計（前年度比）

納付金総額（市町支出分） ▲１８億円

前期高齢者
交付金

▲５億円

公費等（県分）
▲３２億円

公費等（市町分）

保険料必要額

後期高齢者
支援金
介護納付金

※過去３年間の医
療費実績等に基づ
き算出

交付額 前年比

R３年度(R3概算±R1精算) 約262 ＋18

R４年度(R4概算±R2精算) 約237 △25

R５年度(R5概算±R3精算) 約248 ＋11

R６年度(R6概算±R4精算) 約252 ＋4

R７年度(R7概算±R5精算) 約247 △5

当初予算 前年比

約700,000 △41,000

約687,000 △13,000

約667,000 △20,000

約637,000 △30,000

約608,000 △29,000

前期高齢者交付金(県全体） (億円) あわら市納付金 （千円）

前期高齢者交付金
(負担の大きい前期高齢者の医療費を被用者保険からの交付金で充当する制度)
当該年度に概算で交付され、２年前の実績を精算。算定で用いる伸び率の乖離
により、年度による交付額の変動が大きい。

・１人当たり保険給付費の伸び率が上
昇傾向から鈍化の見込み（団塊の世代
がすべて国保から外れたため）

・１人当たり公費負担が増加の見込み
（前期高齢者交付金等の公費負担の
増加の見込み）

標準保険料（県全体・１人当たり）の推移
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④ 令和７年度 あわら市国民健康保険特別会計予算 【市民課】

千円 千円

（単位：千円） （単位：千円）

令和７年度(Ａ) 令和６年度(Ｂ) （Ａ）－（Ｂ） 増減の主な要因 令和７年度(Ａ) 令和６年度(Ｂ) （Ａ）－（Ｂ） 増減の主な要因

療養給付費等分 2,200,610 2,157,710 42,900
　療養給付費の増        　　21,000
　高額療養費の増　　　　　  20,000 現年度分 427,100 426,000 1,100

出産育児・葬祭費 7,503 7,503 0 滞納繰越分 15,160 15,120 40

審査支払手数料 6,250 6,201 49 442,260 441,120 1,140

2,214,363 2,171,414 42,949 133 81 52   マイナ保険証利用促進に対する補助分

608,485 637,224 △ 28,739

  国保事業費納付金(県算定)の減
  被保険者見込数　4,510人 → 4,540人
　・1人当たり公費負担増加見込
　・  〃     保険給付費伸びの鈍化

2,257,082 2,207,692 49,390

　普通交付金
　・保険給付費増に伴う交付金の増 　    　 42,949
  特別交付金
　・ヘルスアップ事業拡大に伴う交付金の増　 1,500
  ・事業評価(受診率向上等)による交付金の増
　　 6,420  →  12,040　　 　　　　    　  5,620

29,836 27,766 2,070
　ヘルスアップ事業拡大による増  1,500
　　 6,000  →   7,500 187,369 188,251 △ 882

　保険基盤安定繰入分の減　　　 　        △7,600
  職員給与費等繰入分の増　　　　         　3,456
　事務費繰入分の増　　　　　　　         　3,316

総務費 60,318 53,429 6,889

  職員給与費等の増　      　  　3,456
　　31,470　→　34,926
　標準準拠ｼｽﾃﾑ移行に伴う負担金の増
                                3,569
　　 4,245  →   7,814

 10,856 7,356 3,500
  第三者行為納付金の増                     3,500
　　 1,000  →  4,500

その他支出 4,697 4,666 31 20,000 50,000 △ 30,000 　国保事業費納付金（県算定）の減に伴う繰入の減

基金積立金 1 1 0

2,917,700 2,894,500 23,200 2,917,700 2,894,500 23,200

歳出予算額 2,917,700 歳入予算額 2,917,700

科目 科目

保
険
給
付
費

保
険
税

国庫支出金

歳出合計 歳入合計

国保事業費納付金 県支出金

保健事業費 一般会計繰入金

その他収入

基金繰入金

保険税
15.2%

県支出金
77.4%

一般会計繰入金

6.4%

その他収入

0.3％
基金繰入金

0.7%

保険給付費
75.9%

国保事業費納付金
20.9%

保健事業費
1.0%

総務費
2.1%

その他支出
0.1%
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